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関連諸計画と「障害者計画」「障害福祉計画」の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これまでの取り組みを継続しつつ、アンケート調査や葉山町自立支援協議会の協議内容等を踏まえ、新たな「葉

山町障害者福祉計画」を策定し、『障害のある人もない人も互いの人格と個性を尊重しながら、住み慣れた地域で

互いに支え合い、共に安心して自分らしく暮らせるまちづくり』の実現を目指していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この計画の対象者は、障害者基本法及び障害者総合支援法などの関連法を踏まえ、身体障害、知的障害、精神

障害、発達障害のある人及び難病患者等を対象とします。 

また、高次脳機能障害についても明確に本計画の対象と位置づけて取り組んでいきます。 

さらに近年、法的な定義では補足できない各種の障害や、厳密に障害者の定義にあてはまらないものの、専門

的なサポートを要する方がいるため、本計画の推進に際しては、“継続的に日常生活または社会生活に相当な制限

を受ける状態にある”幅広い方を対象として、可能な限り、必要とするサポートが提供できるように取り組んで

いきます。  

計画策定の趣旨  

計画の対象者  

  障害者支援に関わる取り組み 

葉山町総合計画 

葉山町障害福祉計画 

葉山町障害者計画 

葉山町地域福祉計画 

高齢者福祉・介護保険事業計画 

葉山町子ども・子育て支援事業計画 

葉山町健康増進計画・食育推進計画 

国
・
県
の
障
害
者
支
援
施
策 

葉山町障害者福祉計画 

＜障害者計画＞ 

障害者基本法第11条第3項に規定する「市町村障害者計画」に相当するものであり、町における障害のある人のた

めの施策に関する基本的な計画です。（計画期間：平成27年度～平成32年度の６年間） 

＜障害福祉計画＞ 

「障害者総合支援法」に基づく市町村障害福祉計画で、障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体

制の確保に関する計画を定めるものであり、市町村障害福祉計画の策定は、障害者総合支援法第 88 条により、策定

が義務づけられている計画です。（計画期間：平成27年度～平成29年度の３年間） 



2 

障害のある人もない人も互いの人格と個性を尊重しながら、 

住み慣れた地域で互いに支え合い、 

共に安心して自分らしく暮らせるまちづくり 

 

 

平成22年から平成26年までの

障害者数の推移（身体障害者：身体

障害者手帳所持者、知的障害者：療

育手帳所持者、精神障害者：精神障

害者保健福祉手帳所持者）をみると、

３障害の合計数は増加傾向にあり、

平成22年の1,123人から平成26

年には1,235人と、112人の増加

となっています。 

 

 

 

 

 

誰もが気持ちよく暮らしていくことができるまちづくりを目指し、本計画における基本理念を次のとおり設定し

ます。 
 

 

 

 

 

１：こころのバリアフリー
の推進 

町では、「こころのバリアフリー」を実現して、様々な障壁（バリア）を取り除

くため、あらゆる広報の機会や媒体の活用に努めながら、町民に対する啓発を

積極的に進めていきます。 

２：自立と社会参加の促進 
障害のある人の社会参加を困難にしている様々な生活上の障壁（バリア）を取

り除き、障害のある人が地域の中でいつまでも自分らしく社会参加できる環境

の整備に努めます。 

３：福祉・生活支援の充実 
日常的な相談に対してどこに相談すればよいかわからないということのないよ

う、わかりやすい相談体制を確立し、障害のある人や家族が安心して気軽に相

談できる環境を整備します。 

４：保健・医療の充実 

保健・医療・福祉等の連携を進め、保健・福祉サービスの充実に引き続き取り

組んでいきます。また、乳幼児健康診査等を通じて障害や疾病の早期発見に努

めるとともに、障害のある子どもや発達の遅れがある子どもの健やかな発達と

成長を支援します。 

５：雇用と就労支援の充実 
事業主をはじめとして広く町民に対して障害者雇用についての啓発活動を行

い、身近な地域の中で働きやすい環境づくりに取り組みます。 

６：共に学び共に育つ環境
の整備 

障害のある子どもや保護者の希望を尊重し、子どもにとってより良い就学環境

が整うように環境整備を行っていきます。 

７：安心して暮らせる住み
よいまちづくり 

道路、公共的建物・施設などのバリアフリーをさらに促進し、すべての人にや

さしいまちづくりを目指していきます。また、いざという時に迅速な対応がで

きるように、日頃から警察や消防などの関係機関や関係団体、地域住民や福祉

施設等との連携を深め、災害時の地域支援体制を整備していきます。 

  

障害者数の推移  

計画の基本的な考え方  
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障害のある人のアンケート調査や葉山町自立支援協議会において見えてきた課題を踏まえ、地域での生活を支

える重点施策を次のとおり設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

重点施策３ 
 

地域で自立した生活を送る 

ための環境づくり 

現状では、障害のある人とない人

とが相互に交流する機会が十分で

はなく、互いのことをよく知ること

ができないため、交流活動をより活

性化することで障害のある人に対

する理解が深まるようにしていき

ます。 

また、小さいころからの教育の重

要性が重要となるため、福祉教育の

充実を図ることも必要と考えられ

ます。 

このように、障害のある人が地域

で安心して暮らしていくためには、

住まいの確保とともに障害や障害

のある人への理解を深めることが

重要になるため、積極的に環境整備

に取り組みます。 

＜主な事業＞ 

○グループホーム等の確保 

○町営住宅の整備 

○公営住宅等の入居優遇措置 

○交流教育の推進 

○福祉教育の充実 

○交流の場の推進 

○地域支援体制の整備 

 

重点施策２ 
 

就労支援体制の整備 

前計画においても「誰もが働ける

就労支援体制の整備」を重点施策と

し、各関係機関との連携を図りなが

ら、就労支援施設への積極的な発

注、雇用報奨金の支給や役場職員の

障害者雇用に積極的に取り組み、地

域で働ける場を拡大しました。 

今後も、企業等に対する啓発活動

から、障害のある人の就職活動や就

労の継続を支援する総合的な就労

支援体制の充実に重点的に取り組

んでいきます。 

＜主な事業＞ 

○就労後定着支援事業 

○就労に関する相談体制の充実 

○効果的な就労支援策の検討 

○就労支援ネットワークの構築 

○事業主への雇用の啓発 

○雇用報奨金支給事業 

○町の業務の委託促進 

 

重点施策１ 
 

相談支援の質の向上 

相談支援の体制については、前計

画において「気軽に利用できる相談

体制の充実」として重点的に取り組

んできました。引き続き、相談支援

体制についての周知に努め、より多

くの人に気軽に利用してもらえる

ようにするとともに、関係機関との

連携を強化し、必要に応じて専門的

なアドバイスや指導につなげるこ

とができるようにしていきます。 

また、生涯の中で障害やライフス

テージに応じた相談ができる体制

を整備し、相談の場を通じて障害の

ある人が抱える問題や課題の把握

に努めるとともに、適切な支援サー

ビスの利用促進に結びつけていき

ます。 

＜主な事業＞ 

○相談支援事業の充実 

○相談支援の充実 

○相談支援ネットワークの構築 

○一貫した相談支援体制の充実 
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施策の体系  

基本目標１：こころのバリアフリーの推進 

1-1：障害に対する正しい理解の促進 

1-2：ボランティア活動の活性化 

1-3：スポーツ・レクリエーション活動の促進 

基本目標２：自立と社会参加の促進 

2-1：日中活動の場の充実 

2-2：暮らしの場の確保 

2-3：移動支援の充実 

2-4：コミュニケーション支援の充実 

3-1：在宅福祉サービスの充実 

3-2：施設等利用者への支援の充実 

3-3：相談体制の充実 

3-4：発達障害のある子ども等への対応体制の充実 

3-5：権利擁護の推進 

3-6：経済的支援の充実 

基本目標３：福祉・生活支援の充実 

基本目標４：保健・医療の充実 

4-1：予防と健康づくりの充実 

4-2：障害の早期発見・早期対応 

基本目標５：雇用と就労支援の充実 

5-1：就労支援の総合的な推進 

5-2：就労環境の改善・向上 

5-3：雇用の場の拡大 

6-1：療育・保育支援の充実 

6-2：特別支援教育の推進 

6-3：放課後対策等の充実 

基本目標６：共に学び共に育つ環境の整備 

基本目標７：安心して暮らせる住みよいまちづくり 

7-1：すべての人にやさしいまちづくりの推進 

7-2：緊急時・災害時の安全の確保の推進 

※   は重点施策 
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障害福祉サービスの見込み量  

※数字は月単位となっています。 

※平成26年度の実績が確定していないものは直近の実績値から推計しています。 

※地域相談支援（地域移行支援、地域定着支援）の数字については年単位となっています。 

※共同生活援助の平成24、25年度の実績は共同生活介護の利用状況を示しています。 

※計画相談支援のサービス等利用計画作成数は各年度３月末現在の数字を示しています。 
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＜必須事業＞ 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜任意事業＞ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域生活支援事業  

※数字は年単位となっています。 

※移動支援事業、任意事業（更生訓練費給付事業、日中一時支援事業、訪問入浴サービス事業）の数字については月単

位となっています。 

※平成26年度の実績が確定していないものは直近の実績値から推計しています。 
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（１）平成25年度末の施設入所者のうち、平成29年度までに地域生活へ移行する人数を、２名とします。 
（２）平成29年度末の施設入所者総数について、平成25年度末の施設入所者から１名減少することを目指します。 

（障害のある人が地域で安心して暮らすためには、相談支援事業を中心として、学校からの卒業、就職、親元からの自立や
地域生活への移行等の生活環境が変化する節目を見据えて、ライフステージに応じたきめ細かな支援を進めていきます。 
さらに、障害者本人の高齢化・重度化や、「親亡き後」も見据えて、葉山町自立支援協議会において障害のある人の障害福

祉サービス等のニーズを把握するとともに、既存の障害福祉サービス等の整備状況等を勘案して、地域の課題を共有し、神奈
川県が実施する事業の活用や近隣市との連携により、サービス提供の体制づくりを強化します 

（１）平成29年度末までに福祉施設利用者から「就労移行支援」事業等を通じて同年度中に一般就労に移行する人数を年間
4名以上とします。 

（２）平成29年度末の就労移行支援事業所の利用者数を3名以上とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 
 

目標１：福祉施設の入所者の地域生活への移行 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

目標２：地域生活支援拠点の整備 
 

 

 
 
 
 
 

 
 

目標３：福祉施設の入所者の地域生活への移行 
 

 

 

 
 
 
①平成29年度中に一般就労に移行する人の数 

項 目 数 値 備 考 

【目標値】 
平成29年度の一般就労移行者数 

４人 平成29年度において福祉施設を退所し、一般就労する人の数 

 
②平成29年度中に就労移行支援事業を利用する人の数 

項 目 数 値 備 考 

【目標値】 
平成29年度末「就労移行支援」事業
利用者数 

３人 平成29年度末における「就労移行支援」事業の利用者数 

障害児支援事業  

地域移行等に関わる目標値  

※数字は月単位となっています。 

※平成26年度の実績が確定していないものは直近の実績値から推計しています。 

※障害児相談支援の障害児支援利用計画作成数は各年度３月末現在の数字を示しています。 

項目 数値 備考 

【実績】平成25年度末入所者数 １６人 平成25年度末の実績 

【目標値】地域生活移行数 ２人 平成29年度末までに地域生活へ移行する人数の目標値 

【見込み】平成29年度末入所者数 １５人 平成29年度末の利用人員見込み 

【目標値】入所者削減見込み １人 差引減少見込み数 
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１．計画の周知と住民の理解促進 

本計画は、障害者福祉にかかわる関係者をはじめ、多くの住民の理解・協力が重要であることから、町が活用して

いる様々な媒体を活用して、広く住民に知らせていきます。 

また、障害者支援の取り組みについてわかりやすく知らせていくことが、各種サービスの活用につながり、効果的

な支援に結びつくと考えられるため、利用者の視点での情報提供に努めていきます。 

本計画を確実に実施していくために、関連各課や関係機関との連携をさらに強化し、庁内で定期的に計画の進捗評

価を行い、計画の適切な進行管理を行います。 

 

２．庁内における進捗評価の体制 

本計画に関わる事業は多岐にわたっているため、様々な分野において適切な取り組みを実施していくことが必要

となります。 

また、本計画では様々な関係課が直接・間接的に障害のある人と関わり施策を実施していくことになるため、す

べての職員が、障害のある人に配慮しつつ各自の職務を遂行することができるよう、職員の障害福祉に関する知識

と意識を高めていきます。 

 

３．地域ネットワークの強化 

地域における福祉の推進は、行政だけでなく広く町民に期待される役割であり、様々な団体や組織、そして一人ひ

とりの町民の参加が不可欠です。 

町民や関連機関との連携をより一層強め、それぞれの役割を検討しつつ、計画の実現に向けて取り組んでいきます。 

さらに、様々な立場からの参画を得て開催されている葉山町自立支援協議会を活用し、町の障害福祉に関する支援

体制の確立や、町内の資源の開発・改善に向け、協働で取り組んでいきます。 

 

４．計画の点検・管理体制 

障害のある人やその家族、関係団体と意見交換を行い、また、葉山町自立支援協議会を活用しながら、計画の進捗

状況を把握・検証し、計画の着実な推進に努めます。 

 

５．国・県との連携 

障害のある人の地域生活を支える様々な施策は、国や県の制度に基づき運営されているものが少なくありません。 

このため、国や県の新しい動向を注視しつつ密接な連携を図りながら施策の推進に努めます。また、地方公共団体

の責務として、町民のニーズを的確に把握しながら、利用者本位のより良い制度に向けて、国・県に対し必要な要望

を行うとともに、行財政上の措置を要請していきます。 

 

 
 

計画の本編は葉山町ホームページで公表しています。 
葉山町役場福祉課で配布又は閲覧することができます。 

葉山町障害者福祉計画 平成27年３月 

発   行／葉山町 福祉課 障害福祉係 
〒240-0192 葉山町堀内2135番地 
電話：046-876-1111（代表） 

計画の推進体制  


